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１．はじめに

開削工法によって、線路下構造物を構築する際に

は、一般的に線路横断方向に仮土留工の設置が必要

となるが、レールや枕木に干渉が生じない親杭横矢

板方式が多く採用されている。その際に、地下水位

が高い環境では仮土留工の背面に補助工法による

止水防護が必要である。止水防護のひとつとして地

盤改良があり、工期・工事費を増大させている。そ

こで、地盤改良の改良体にＨ形鋼を挿入して柱列式

仮土留壁とする工法を本現場では採用した。止水防

護と仮土留工を兼ねることから、この工法に変更す

ることで工期を短縮することが可能である。施工方

法はオーガ削孔に似た機械攪拌工法であり、当該現

場では、低空頭での施工が可能な比較的コンパクト

な機械を用いたジェット併用機械攪拌工法を採用

した（図―１）。今回は、図－２に示す線路下に道路

ボックスを新設する工事において一次仮土留工完

了後、二次仮土留工でこの工法を実施したので結果

について報告する。

２．施工の概要

１）仮土留工の構築

二次仮土留工の施工は、ジェット併用機械攪拌工

法で改良径φ800㎜の造成を昼間に行い、この造成箇

所に H-400×400、L=10.0～11.0m のＨ形鋼を夜間に

挿入した。Ｈ形鋼の建て込みは、低空頭での施工で

あるため、L=1.6m程度の継材とした。このとき、止

水防護と H 形鋼の挿入を行う機械は個々のものであ

ることから入替え作業をする必要があり、引抜き造

成からH形鋼の挿入までの所要時間は 12時間程度と

なった。H 形鋼の挿入においては、セメントスラリ

ーが硬化しないように事前に実施した試験施工の結

果を踏まえ配合を決めている。配合表を表―1に示す。

表-1 セメントスラリー配合表

固化材 遅延材 分散材 テーブルフロー値

添加量 添加量 添加量 24ｈ後

（kg/ｍ3） （％） （％） （％） （ｍｍ）

シルト

腐植土

砂

650
150×150㎜
　　　　以上

100 7 2

土質
W/C

図-2 二次仮土留工

写真-1 施工状況（工事桁下での施工）

図-1 施工順序図
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２）施工空間の確保

二次仮土留工の施工は図―２および写真－1に示

すように軌道を仮受している工事桁の下で行うため、

施工可能な高さを確保する必要があった。一次仮土

留工の掘削深さは 3.86mであり、改良体の造成と H

形鋼の挿入を行う施工機械がこの制限に納まるよう

にガイド溝を設置した（図―３）。施工面より下 35

㎝の空間が確保できたことにより、これらの施工は

工事桁に接触することが無く安全に作業を完了した。

３．仮土留工の設計・計測

仮土留工の設計は、列車への影響が無いように H

形鋼の根入れ長、断面計算、変位量および支保工の

検討を実施している。設計断面は現地の土質にあわ

せて 4 断面行っており、以下にもっとも厳しい条件

の断面について詳細を述べる。

１）一次仮土留工の設計

一次仮土留工は、軌道内よりＨ形鋼（H-400×400

×13×21 L=14.0m＠1.5m）を打設し、地下水位が高

いため仮土留工の背面に止水防護を施した。土留工

の変位については、掘削段階ごとで許容値（軌道整

備基準値×α）34mm 以下に収まるように検討をし

ており、最終掘削段階における変位は最大 71.5㎜で

あった。

２）二次仮土留工の設計

二次仮土留工の施工については前述のとおりであ

り、一次仮土留工の場合と異なる点は止水性の連続

壁を利用して土留壁の構築を行ったことにある。こ

の設計計算結果を表－２に示す。軌道に対しての変位

値の制限値内に収めるように一次仮土留工で算出さ

れた最終変位に対して、プレロードをかける設計を

行っている。これにより軌道への影響に配慮をして

いる。

３）土留壁の計測

二次仮土留工は計測を実施しており、設計値と計

測値の比較を図―４に示す。これらを比較すると計測

値の変位はかなり小さな値となっており、仮土留工

は安全側で施工されていることがわかる。これは二

次土留壁の背面に一次土留壁があったことから土圧

が抑えられていること、止水性の柱列式土留工であ

り、変位の計算においては改良体の剛性を含んだ計

算となっていないこと、軌道の沈下を防止するため

に一次土留壁の背面に打たれた沈下防止杭の影響に

より、実際の変位が小さい値となったと考えられる。

４．まとめ

今回は、実施工および最終掘削面までの計測を終

えて安全に行えることがわかり、止水防護と仮土留

工を兼ねた工法を採用したことにより工期短縮にも

つながる成果を見出せた。
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図-3 ガイド溝
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表-2 二次仮土留工 計算結果

図-4 土留壁の計測結果
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